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事業種類

事業期間
奈良尾中学校２５棟教員住宅裏伐採搬出委託事業評価対象事業名称

コード

記入日

 （対象2）

教員住宅

H25.11.1

新規事業評価表【事前評価】

 （対象1）

学校教育の充実

活動指標

作成年度

（活動指標名称）

 事務事業名称

 対象：誰、何を対象にしているのか

総合計画の位置付け

 対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか

29年度

課ｺｰﾄﾞ 124

25

～

501040403

25

平成

年度

課　名

30年度

内

訳

 人件費　B

25年度

 （対象指標2）

成果指標

教育環境の整備

教員住宅維持管理費

 （対象指標1） 1棟（4世帯）

平成25年度
実施業務委託÷

計画業務委託

 細目ｺｰﾄﾞ

居住環境の向上 －

（成果指標名称） （成果指標数値）

　

（指標積算根拠）

学校教育課

課長名 濱崎　健也

－平成平成

青山　一信担当者

単年度事業

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 5  款ｺｰﾄﾞ 10

年度

年度

1

 政策名称

 施策名称

しまの誇り・文化の育成

 基本事業ｺｰﾄﾞ 50104  目ｺｰﾄﾞ 3

 施策ｺｰﾄﾞ 501  項ｺｰﾄﾞ

 基本事業名称

369

 関連計画 法令・条例規則等

 事務事業ｺｰﾄﾞ 5010404

 成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

1.0式

・奈良尾郷７１９番地１に位置する奈良尾中学校２５棟教員住宅（ブロック造平屋

建／４世帯用）は、裏の法面から伸びた樹木が建物をほとんど覆い尽くすほど茂っ

ており、当該教員住宅のみならず近隣の民間住宅にも樹木の倒壊や折れた枝葉が舞

い落ちるなど被害を与える危険があることから喫緊に伐採に取り掛かる必要があ

る。

（活動指標数値） （指標積算根拠）

① 伐採搬出委託

（目標達成年度）

単位
全体計画

31年度以降

平成25年度・伐採対象となる樹木は、そのほとんどが手作業では困難な高い位置にあることか

ら、ユニック車などの特殊車両を使って伐採搬出する。これらの作業によって、教

員住宅及び近隣民間住宅への危険を回避するものである。

－

26年度

式 1.0 1.0

27年度 28年度

 総事業費 C（A+B） 千円 1,500 1,500

 直接事業費 A 千円 800 800

C

の

財

源

内

訳

国補助金 千円

県補助金 千円

起　　債 千円

一般財源 千円 1,500 1,500

そ の 他 千円

千円 700 700

7,000

人 0.1 0.1

人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

従事職員数

7,000 7,000

②

①

②

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

 

伐採対象となる樹木は、そのほとんどが手作業では困難な高木で、ユニック車などの特殊車両を使っての伐採搬出しかできない。

よって合理的な経費の支出であり、地域住民の安全を守る観点から喫緊の取り組みを要する。

受益者負担はない。

類似事業はない。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容評価項目

奈良尾中学校２５棟教員住宅は、裏の法面から伸びた樹木が建物をほとんど覆い尽くすほど茂っており、当該教員住宅のみならず

近隣の民間住宅にも樹木の倒壊や折れた枝葉が舞い落ちるなど被害を与える危険があることから喫緊に伐採に取り掛かる必要があ

る。

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

2次評価

3次評価

住民等の意見

町 の 対 応

居住環境の向上及び近隣住宅への危険を回避するため本事業の実施は必要と判断するが、今後は、このような状態までにならない

よう適正に管理を行うこと。

  

 

事業目的は教員住宅の維持管理であり、近隣一般住宅への被害も懸念されることから適切である。

教員住宅の適切な維持管理は、町の財産を守ることでもあり行政の責務として行う必要がある。

当該事業を行わない場合には、当該教員住宅のみならず近隣の民間住宅にも樹木の倒壊による被害などが想定され、危険を放置す

ることにつながる。

・事業の緊急性・必要性

はありますか。

・事業を行わない場合の

影響はありますか。

・事業費を削減できませ

んか。（費用対効果）

1

次

評

価

501040403ｺｰﾄﾞ

  

・事業の対象・目的は適

切ですか。

・町が税金を投入して行

う必要がありますか。

・受益者負担は適正です

か。

・類似事業との整理統合

はできませんか。

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する
事

業

の

方

向

性

1次 2次 3次

 事業費を減額して事業を実施する

計画どおりに事業を実施する

  当分の間は実施しない

類似事業と整理統合して実施する

実施期間を見直して事業を実施する

事業内容を見直して事業を実施する

  ●

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

●

 次年度以降に計画を見直して実施する   

評価（CHECK） 


